
１．16年９月中間期の業績（平成16年４月１日～平成16年９月30日） 

※ 業績見通しは、当社が現時点で合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績は見通しと異なる場
合があります。 

平成平成平成平成17171717年３月期年３月期年３月期年３月期    個別中間財務諸表個別中間財務諸表個別中間財務諸表個別中間財務諸表のののの概概概概要要要要    
(財)財務会計基準機構会員

平成16年11月24日

上場会社名 第一交通第一交通第一交通第一交通産産産産業株式業株式業株式業株式会会会会社社社社    上場取引所 福岡証券取引所 

コード番号 9035 本社所在都道府県 福岡県 

(URL http://www.daiichi-koutsu.co.jp)

代  表  者 役職名 代表取締役社長 氏名  田中  亮一郎  

問合せ先責任者 役職名 取締役経理部長 氏名 垂水  繁幸 ＴＥＬ （093）511－8840 

決算取締役会開催日 平成16年11月24日 中間配当制度の有無 有 

中間配当支払開始日 平成16年12月10日 単元株制度採用の有無 有（１単元 500株） 

(1)経営成績                                      (百万円未満切捨て)  

  売上高 営業利益 経常利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
16年９月中間期 14,061 (△ 4.7) 1,137 ( 425.5) 1,069 (  70.4) 

15年９月中間期 14,756 (△ 9.6) 216 (△67.2) 627 (△21.7) 

16年３月期 31,605 (△12.8) 1,086 (△32.7) 1,968 (△ 2.2) 

  中間(当期)純利益 １株当たり中間 
(当期)純利益 

  百万円 ％ 円 銭
16年９月中間期 500 (1266.6) 25 63 

15年９月中間期 36 (△91.2) 3 75 

16年３月期 △2,465 (    －) △261 63 

（注）①期中平均株式数 16年9月中間期 19,534,329株 15年9月中間期 9,767,419株 16年3月期 9,767,381株
  ②会計処理の方法の変更 有  関係会社業務管理収入の会計処理の変更 
  ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

(2)配当状況  

  １株当たり 
中間配当金 

１株当たり 
年間配当金 

  
  

  円 銭 円 銭
16年９月中間期 5 00     ――――――  

15年９月中間期 5 00     ――――――  

16年３月期     ―――――― 20 00  

    

(3)財政状態                                      (百万円未満切捨て)  

  総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

  百万円 百万円 ％ 円 銭
16年９月中間期 84,575 12,629 14.9 646 55 

15年９月中間期 77,948 14,922 19.1 1,527 79 

16年３月期 80,825 12,182 15.1 1,238 02 

（注）①期末発行済株式数 16年9月中間期 19,534,128株 15年9月中間期 9,767,419株 16年3月期 9,767,219株
  ②期末自己株式数 16年9月中間期 63,472株 15年9月中間期 31,381株 16年3月期 31,581株

２．17年３月期の業績予想（平成16年４月１日～平成17年３月31日）  

  売上高 経常利益 当期純利益 
１株当たり年間配当金 

期末   

   百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭
通 期 26,830 1,600 620 10 00 15 00 

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期） 31円74銭
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６．個別中間財務諸表等 
(1) 中間貸借対照表 

   
前中間会計期間末 
(平成15年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成16年３月31日) 

区分 注記
番号 金額（百万円） 構成比 

（％） 金額（百万円） 構成比 
（％） 金額（百万円） 構成比 

（％） 

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金 ※２ 5,881     7,076     7,460    

２．受取手形   1     1     4    

３．営業未収金   824     695     1,704    

４．販売用不動産 ※２ 12,258     11,339     11,820    

５．未成販売用不動産 ※２ 7,425     5,952     5,384    

６．その他のたな卸資
産   101     90     97    

７．その他   1,182     1,384     2,152    

貸倒引当金   △37     △42     △36    

流動資産合計     27,637 35.5   26,497 31.3   28,587 35.4 

Ⅱ 固定資産                    

(1）有形固定資産 ※１                  

１．建物 ※２ 12,261     12,547     12,547    

２．土地 ※２ 23,798     24,358     24,073    

３．その他 ※２ 1,051     1,092     1,063    

計   37,111     37,998     37,685    

(2）無形固定資産   144     148     139    

(3）投資その他の資産                    

１．投資有価証券   6,093     6,448     6,322    

２．出資金   581     584     579    

３．長期貸付金   1,276     6,423     968    

４．その他   5,358     6,806     6,842    

貸倒引当金   △254     △330     △299    

計   13,055     19,932     14,413    

固定資産合計     50,310 64.5   58,078 68.7   52,237 64.6 

資産合計     77,948 100.0   84,575 100.0   80,825 100.0 
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前中間会計期間末 
(平成15年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成16年３月31日) 

区分 注記
番号 金額（百万円） 構成比 

（％） 金額（百万円） 構成比 
（％） 金額（百万円） 構成比 

（％） 

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形   1,739     3,414     4,164    

２．営業未払金   217     158     491    

３．短期借入金 ※２ 10,935     11,150     10,935    

４．1年以内返済予定
長期借入金 ※２ 6,179     8,658     8,008    

５．未払法人税等   280     121     －    

６．賞与引当金   256     276     280    

７．その他 ※2,4 2,372     2,257     2,389    

流動負債合計     21,980 28.2   26,036 30.8   26,268 32.5 

Ⅱ 固定負債                    

１．長期借入金 ※２ 36,493     37,213     33,676    

２．退職給付引当金   2,405     6,162     6,117    

３．役員退職慰労引当
金   975     1,042     1,013    

４．その他   1,169     1,490     1,566    

固定負債合計     41,045 52.7   45,909 54.3   42,374 52.4 

負債合計     63,025 80.9   71,945 85.1   68,643 84.9 

                     

（資本の部）                    

Ⅰ 資本金     2,020 2.6   2,020 2.4   2,020 2.5 

Ⅱ 資本剰余金                    

１．資本準備金   2,207     2,207     2,207    

資本剰余金合計     2,207 2.8   2,207 2.6   2,207 2.7 

Ⅲ 利益剰余金                    

１．利益準備金   201     201     201    

２．任意積立金   12,910     9,910     12,910    

３．中間（当期）未処
分利益   667     1,305     △1,953    

利益剰余金合計     13,778 17.7   11,416 13.5   11,158 13.8 

Ⅳ 土地再評価差額金     △3,041 △3.9   △2,966 △3.5   △2,971 △3.6 

Ⅴ その他有価証券評価
差額金     25 0.0   19 0.0   △164 △0.2 

Ⅵ 自己株式     △67 △0.1   △68 △0.1   △67 △0.1 

資本合計     14,922 19.1   12,629 14.9   12,182 15.1 

負債資本合計     77,948 100.0   84,575 100.0   80,825 100.0 
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(2) 中間損益計算書 

   
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 注記
番号 金額（百万円） 百分比 

（％） 金額（百万円） 百分比 
（％） 金額（百万円） 百分比 

（％） 

Ⅰ 売上高     14,756 100.0   14,061 100.0   31,605 100.0 

Ⅱ 売上原価     12,594 85.4   11,104 79.0   26,542 84.0 

売上総利益     2,161 14.6   2,956 21.0   5,063 16.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費     1,945 13.1   1,819 12.9   3,976 12.6 

営業利益     216 1.5   1,137 8.1   1,086 3.4 

Ⅳ 営業外収益 ※１   1,052 7.1   538 3.8   2,146 6.8 

Ⅴ 営業外費用 ※２   641 4.3   605 4.3   1,264 4.0 

経常利益     627 4.3   1,069 7.6   1,968 6.2 

Ⅵ 特別利益     － －   － －   67 0.2 

Ⅶ 特別損失 ※３   570 3.9   134 0.9   6,441 20.3 

税引前中間(当期)
純利益     57 0.4   935 6.7   △4,404 △13.9 

法人税、住民税及
び事業税   337     143     56    

法人税等調整額   △316 20 0.2 291 434 3.1 △1,996 △1,939 6.1 

中間（当期）純利
益     36 0.2   500 3.6   △2,465 △7.8 

前期繰越利益     630     810     630  

土地再評価差額金
取崩額     －     △5     △69  

中間配当額     －     －     48  

中間(当期)未処分
利益     667     1,305     △1,953  
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項  目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方
法 

(1）有価証券 
満期保有目的の債券 
 償却原価法(定額法) 
子会社株式及び関連会
社株式 
 移動平均法による原
価法 

(1）有価証券 
満期保有目的の債券 
同 左 
子会社株式及び関連会
社株式 
同 左 

(1）有価証券 
満期保有目的の債券 
同 左 
子会社株式及び関連会
社株式 
同 左 

  その他有価証券 
時価のあるもの 
 中間決算日の市場
価格等に基づく時価
法（評価差額は全部
資本直入法により処
理し、売却原価は移
動平均法により算定
しております。） 

その他有価証券 
時価のあるもの 
同 左 

その他有価証券 
時価のあるもの 
 決算日の市場価格
等に基づく時価法
（評価差額は全部資
本直入法により処理
し、売却原価は移動
平均法により算定し
ております。） 

  時価のないもの 
 移動平均法による
原価法 

時価のないもの 
同 左 

時価のないもの 
同 左 

  (2）たな卸資産 
販売用不動産及び未成
販売用不動産 

(2）たな卸資産 
販売用不動産及び未成
販売用不動産 

(2）たな卸資産 
販売用不動産及び未成
販売用不動産 

   個別法による原価法 
 ただし、時価が帳簿
価額の80％を下回る物
件については、著しい
価値の下落があるもの
とみなして時価により
評価しております。 

同 左 同 左 

  商品 
 売価還元法による原
価法 

商品 
同 左 

商品 
同 左 

  貯蔵品 
 最終仕入原価法によ
る原価法 

貯蔵品 
同 左 

貯蔵品 
同 左 
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項  目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

２．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産 
定率法 
 ただし、平成10年４
月１日以降取得した建
物（建物付属設備を除
く）については定額法 
 なお、主な耐用年数
は、建物 3～50年であ
ります。 

(1）有形固定資産 
同 左 

(1）有形固定資産 
同 左 

  (2）無形固定資産 
定額法 

(2）無形固定資産 
同 左 

(2）無形固定資産 
同 左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 
 債権の貸倒れによる
損失に備えるため、一
般債権については貸倒
実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可
能性を検討し、回収不
能見込額を計上してお
ります。 

(1）貸倒引当金 
同 左 

(1）貸倒引当金 
同 左 

  (2）賞与引当金 
 従業員の賞与の支給
に備えるため、支給見
込額に基づき当中間期
に負担すべき額を計上
しております。 

(2）賞与引当金 
同 左 

(2）賞与引当金 
 従業員の賞与の支給
に備えるため、支給見
込額に基づき当期に負
担すべき額を計上して
おります。 
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項  目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

  (3）退職給付引当金 
 従業員の退職給付に
備えるため、当期末に
おける退職給付債務及
び年金資産の見込額に
基づき、当中間期末に
おいて発生していると
認められる額を計上し
ております。 
 会計基準変更時差異
（3,130百万円）につい
ては、15年による按分
額を退職給付引当金繰
入額（営業外費用）と
して費用処理しており
ます。 
 過去勤務債務は、そ
の発生時の従業員の平
均残存勤務期間以内の
一定の年数（5年）によ
る定額法により費用処
理しております。 
 数理計算上の差異
は、各事業年度の発生
時における従業員の平
均残存勤務期間以内の
一定の年数（5年）によ
る定額法により按分し
た額をそれぞれ発生の
翌事業年度から費用処
理することとしており
ます。 

(3）退職給付引当金 
 従業員の退職給付に
備えるため、当期末に
おける退職給付債務及
び年金資産の見込額に
基づき、当中間期末に
おいて発生していると
認められる額を計上し
ております。 
 会計基準変更時差異
については、15年によ
る按分額を営業外費用
として費用処理してお
ります。 
 数理計算上の差異
は、各事業年度の発生
時における従業員の平
均残存勤務期間以内の
一定の年数（5年）によ
る定額法により按分し
た額をそれぞれ発生の
翌事業年度から費用処
理することとしており
ます。 

(3）退職給付引当金 
 従業員の退職給付に
備えるため、当事業年
度末における退職給付
債務及び年金資産の見
込額に基づき当期末に
おいて発生していると
認められる額を計上し
ております。 
 会計基準変更時差異
については、15年によ
る按分額を退職給付引
当金繰入額（営業外費
用）として費用処理し
ております。 
 過去勤務債務は、そ
の発生時の従業員の平
均残存勤務期間以内の
一定の年数（5年）によ
る定額法により費用処
理しております。 
 数理計算上の差異
は、各事業年度の発生
時における従業員の平
均残存勤務期間以内の
一定の年数（5年）によ
る定額法により按分し
た額をそれぞれ発生の
翌事業年度から費用処
理することとしており
ます。 
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項  目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

      (追加情報） 
  厚生年金基金制度か
らの一部脱退 
  当社のタクシー事業
所38ヶ所は、第一交通
グループ厚生年金基金
の一部変更による脱退
について、平成15年10
月3日に九州厚生局長か
ら認可を受けました。
当社においては当該一
部変更について退職給
付制度の一部終了とし
て会計処理を行うとと
もに、今回の厚生年金
基金制度からの大量脱
退ににより退職給付会
計制度の適用初年度に
在籍した従業員の未認
識会計基準変更時差異
残高が実態に合致しな
くなったこと、当該一
部終了時点の未認識過
去勤務債務残高及び未
認識数理計算上の差異
残高は多額で異常なオ
フバランス債務となっ
たことから、これらの
未認識債務残高を一括
費用処理しました。 
  この結果、厚生年金
基金規約の一部変更に
より加入員数が変更前
の3,242名から484名
（子会社からの引き継
ぎ９名を含む）となる
ことによる退職給付制
度の一部終了に伴う損
失2,152百万円及び上記
未認識債務残高の一括
費用処理に伴う損失
4,023百万円が発生し、
これらの合計6,176百万
円を「退職給付終了損
失」として特別損失に
計上しております。 

 

- 41 - 



項  目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

  (4）役員退職慰労引当金 
 役員退職慰労金の支
払いに備えるため、役
員退職慰労金支給内規
に基づく中間期末要支
給額を計上しておりま
す。 

(4）役員退職慰労引当金 
同 左 

(4）役員退職慰労引当金 
 役員退職慰労金の支
払いに備えるため、役
員退職慰労金支給内規
に基づく期末要支給額
を計上しております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が
借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナ
ンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引
に係る方法に準じた会計
処理によっております。 

同 左 同 左 

５．その他中間財務諸表（財務
諸表）作成のための基本と
なる重要な事項 

 消費税等の会計処理
は、税抜方式によってお
ります。 

同 左  消費税等の会計処理
は、税抜方式を採用して
おり、控除対象外消費税
は、当期の租税公課とし
て処理しております。 
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会計処理の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

────── 関係会社業務管理収入の会計処理
の変更 
  関係会社業務管理収入について
は、従来、営業外収益として計上
しておりましたが、当中間会計期
間から売上高に含めて計上する方
法に変更いたしました。 
  この変更は、平成16年10月１日
付をもって当社の主力事業である
タクシー事業を北九州第一交通株
式会社等当社の100%子会社11社が
分割承継することを契機に、タク
シー事業子会社をはじめとする子
会社に対する当社の管理業務が、
主たる営業活動に含まれる業務の
成果としての性格を有することと
なることから、中間と年度の首尾
一貫性を保持し、損益区分をより
適切にするために行ったものであ
ります。 
  この変更により、売上高が506百
万円増加し、営業外収益が同額減
少しております。この結果、従来
の方法によった場合に比べて営業
利益は同額増加しておりますが、
経常利益及び税引前中間純利益に
及ぼす影響はありません。 

────── 
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注記事項 
（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前事業年度末 
（平成16年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計 
額      12,439百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計 
額      13,086百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計 
額      12,816百万円

※２ 担保に供している資産及び対
応する債務 

※２ 担保に供している資産及び対
応する債務 

※２ 担保に供している資産及び対
応する債務 

(1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産 
現金及び預金(定期
預金) 

570百万円 

販売用不動産 4,700 

未成販売用不動産 5,858 

建物 9,762 

土地 20,430 

有形固定資産「その
他」(構築物) 

90 

計 41,412 

現金及び預金(定期
預金) 

185百万円 

販売用不動産 3,344 

未成販売用不動産 5,232 

建物 9,788 

土地 20,884 

有形固定資産「その
他」(構築物) 

91 

投資その他の資産
「その他」（差入保
証金） 

5 

計 39,531 

現金及び預金(定期
預金) 

185百万円 

販売用不動産 4,443 

未成販売用不動産 5,273 

建物 9,916 

土地 20,884 

有形固定資産「その
他」(構築物) 

93 

計 40,796 

(2）対応する債務 (2）対応する債務 (2）対応する債務 
短期借入金 1,345百万円 
1年以内返済予定
長期借入金 

3,341 

長期借入金 20,417 

流動負債「その
他」(前受金) 

107 

計 25,212 

短期借入金 160百万円 
1年以内返済予定
長期借入金 

5,836 

長期借入金 15,372 

流動負債「その
他」(前受金) 

177 

計 21,547 

短期借入金 1,345百万円 
1年以内返済予定
長期借入金 

5,004 

長期借入金 18,213 

流動負債「その
他」(前受金) 

43 

計 24,606 
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前中間会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前事業年度末 
（平成16年３月31日） 

 ３ 偶発債務 
下記会社及び当社分譲物件の購入者
の金融機関等からの借入金等に対し
て次のとおり債務保証を行っており
ます。 

 ３ 偶発債務 
下記会社及び当社分譲物件の購入者
の金融機関等からの借入金等に対し
て次のとおり債務保証を行っており
ます。 

 ３ 偶発債務 
下記会社及び当社分譲物件の購入者
の金融機関等からの借入金等に対し
て次のとおり債務保証を行っており
ます。 

㈱第一ゼネラルサー
ビス 

10,075百万円 

第一交通サービス㈱ 2,638 
大阪第一交通㈱ 2,410 

観光第一交通㈱(仙
台) 

1,141 

第一交通㈱(東京) 1,132 
第一オーケイパーキ
ング㈱ 

856 

仙台第一交通㈱ 812 

興亜第一交通㈱ 656 

広島第一交通㈱ 643 

芙蓉第一交通㈱ 444 

㈱ミュンヘンオート 442 

肥後第一交通㈱ 389 

札幌第一交通㈱ 323 
第一交通㈱（徳山） 281 

㈱第一モータース(北
九州) 

266 

早良第一交通㈲ 226 

東北第一交通㈱ 206 

その他25社 2,180 

当社分譲物件購入者
(638名) 

1,692 

計 26,820 

㈱第一ゼネラルサー
ビス 

11,961百万円 

大阪第一交通㈱ 2,110 
第一交通㈱(東京) 1,016 

観光第一交通㈱(仙
台) 

1,009 

仙台第一交通㈱ 635 
興亜第一交通㈱ 593 

第一オーケイパーキ
ング㈱ 

579 

広島第一交通㈱ 529 

那覇バス㈱ 430 

㈱ミュンヘンオート 426 

芙蓉第一交通㈱ 405 

肥後第一交通㈱ 355 

早良第一交通㈲ 299 
札幌第一交通㈱ 286 

第一交通㈱（徳山） 250 

㈱第一モータース(北
九州) 

206 

東北第一交通㈱ 192 

その他24社 1,872 

当社分譲物件購入者
(561名) 

1,479 

計 24,640 

㈱第一ゼネラルサー
ビス 

11,643百万円 

大阪第一交通㈱ 2,260 
第一交通サービス㈱ 1,584 

第一交通㈱(東京) 1,072 

観光第一交通㈱(仙
台) 

1,061 

第一オーケイパーキ
ング㈱ 

717 

仙台第一交通㈱ 707 

興亜第一交通㈱ 624 

広島第一交通㈱ 586 

㈱ミュンヘンオート 433 

芙蓉第一交通㈱ 425 

肥後第一交通㈱ 372 

早良第一交通㈲ 325 
札幌第一交通㈱ 304 

第一交通㈱（徳山） 265 

㈱第一モータース(北
九州) 

235 

東北第一交通㈱ 199 

その他25社 2,165 

当社分譲物件購入者
(584名) 

1,538 

計 26,524 

※４ 消費税等の取扱い 
仮払消費税等及び仮受消費税等は、
相殺のうえ、金額的重要性が乏しい
ため、流動負債の「その他」に含め
て表示しております。 

※４ 消費税等の取扱い 
同   左 

────── 
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（中間損益計算書関係） 

 ①リース取引 
   ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。  
②有価証券関係 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

※１ 営業外収益の主な内訳 ※１ 営業外収益の主な内訳 ※１ 営業外収益の主な内訳 
受取利息 18百万円 
関係会社業務管理
収入 

486 

受取配当金 299 

受取利息 24百万円 
受取配当金 344 
    

受取利息 28百万円 
関係会社業務管理
収入 

990 

受取配当金 689 

※２ 営業外費用の主な内訳 ※２ 営業外費用の主な内訳 ※２ 営業外費用の主な内訳 
支払利息 516百万円 支払利息 509百万円 支払利息 1,042百万円 

※３ 特別損失の主な内訳 ※３ 特別損失の主な内訳 ※３ 特別損失の主な内訳 
固定資産除売却損 68百万円 
(うち建物 67百万円) 
投資有価証券評価
損 

501 

固定資産除売却損 121百万円 
(うち建物 105百万円) 
投資有価証券評価
損 

12 

固定資産除売却損 257百万円 
(うち建物 87百万円) 
退職給付終了損失 6,176 

４ 減価償却実施額 ４ 減価償却実施額 ４ 減価償却実施額 
有形固定資産 503百万円 
無形固定資産 9 

有形固定資産 521百万円 
無形固定資産 10 

有形固定資産 1,094百万円 
無形固定資産 19 
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（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

(厚生年金基金制度からの一部脱退) 
 当社のタクシー事業所38ヶ所は、
第一交通グループ厚生年金基金にお
ける厚生年金基金規約の一部変更に
よる脱退について、平成15年10月3日
に九州厚生局長から認可を受けまし
た。 
 これにより当該基金の加入員数が
変更前の3,242名から484名（子会社
からの引継ぎ9名を含む）となり、退
職給付制度の一部終了として会計処
理を行うこととなりますが、これに
伴う損失は約2,250百万円と見込ま
れ、当事業年度において特別損失と
して計上する予定であります。 
 また、今回の厚生年金基金制度か
らの大量脱退により退職給付会計基
準の適用初年度に在籍した従業員の
未認識会計基準変更時差異残高は実
態に合致しなくなったこと、当該一
部終了時点の未認識過去勤務債務残
高及び未認識数理計算上の差異残高
は多額で異常なオフバランス債務と
なったことから、これらの未認識債
務残高を一括費用処理することとい
たしました。これに伴う損失は約
4,060百万円と見込まれ、当事業年度
において特別損失として計上する予
定であります。 
  

（会社分割） 
  当社は、一般乗用旅客運送事業
（タクシー事業）を福岡県、鹿児島
県、宮崎県、大分県、熊本県、長崎
県の各営業エリアで行ってまいりま
したが、事業運営の適正化を図り、
タクシー事業における規制緩和の環
境下で意思決定を迅速に行い、経営
責任を明確にすることで、より強固
な企業集団を構築するため、平成16
年10月１日付で会社分割（商法第374
条ノ22第１項に定める簡易吸収分
割）により、当社のタクシー事業を
北九州第一交通株式会社等当社の
100％子会社11社が分割承継いたしま
した。 

 （株式分割） 
 平成16年２月24日開催の当社取締役
会の決議に基づき、平成16年５月20日
付をもって次のように株式分割による
新株式を発行しております。 

(1）分割により増加する株式数 
    普通株式  9,798,800株 
(2）分割方法 
    平成16年３月31日最終の株
主名簿及び実質株主名簿に記
載又は記録された株主の所有
株式数を、１株につき２株の
割合をもって分割する。 
(3）配当起算日 
    平成16年４月１日 

 当該株式分割が前期首に行われたと
仮定した場合の前期における１株当た
り情報及び当期首に行われたと仮定し
た場合の当期における１株当たり情報
は、それぞれ以下のとおりとなりま
す。 

前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資
産額 

１株当たり純資
産額 

754円47銭 619円01銭 

１株当たり当期
純利益金額 

１株当たり当期
純損失金額 

42円68銭 130円81銭 
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前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

────── ──────  （会社分割） 
 当社は、一般乗用旅客自動車運送事
業（タクシー事業）を福岡県、鹿児
島県、宮崎県、大分県、熊本県、長
崎県の各営業エリアで行ってまいり
ましたが、事業運営の適正化を図
り、タクシー事業における規制緩和
の環境下で意思決定を迅速に行い、
経営責任を明確にすることで、より
強固な企業集団を構築するため、平
成16年５月25日開催の当社取締役会
において、平成16年10月1日を期日と
して会社分割（商法第374条ノ22第1
項に定める簡易吸収分割）により、
当社のタクシー事業を小倉第一交通
株式会社等当社の100%子会社11社に
対して分割承継させることを決議
し、同日、分割契約書に調印いたし
ました。 
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